




高等専門学校（学校教育法 抜粋）

１．目的規定

第七十条の二 高等専門学校は、深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成することを

目的とする。

２．修業年限

第七十条の四 高等専門学校の修業年限は、五年とする。ただし、商船に関する学科について

は、五年六月とする。

３．学位、称号に係る規定

第七十条の八 高等専門学校を卒業した者は、準学士と称することができる。



（人）

人文 社会 教養 工業 農業 保健 家政 教育 芸術 その他

41,448 35,296 5,700 10,764 2,705 25,918 60,708 60,627 11,305 3,848

（学校基本調査より作成）

合計

258,319

短期大学の分野別学生数（平成１４年度）

教養
2%

農業
1%保健

10%

芸術
4%

その他
1%

家政
25%

教育
23%

工業
4%

社会
14%

人文
16%



○わが国の高等専門学校制度の変遷について

年 月 高等専門学校関係の制度改正等

昭和36(1961)年４月 工業教育を主体とする高等専門学校の創設を内容とする学校教育法の

改正法案が国会に提出される。

６月 同法案が公布される(昭和36年法律第144号)。

昭和37(1962)年４月 工業高等専門学校が発足(19校＝国立12、公立２、私立５)

昭和42(1967)年５月 高等専門学校に商船に関する学科(修業年限は５年６月)を置くことを

内容とする学校教育法の改正法案が成立する(昭和42年法律第18号)。

６月 商船高等専門学校が発足(５校＝国立５)

平成３(1991)年４月 高等専門学校制度の改正を内容とする学校教育法の改正法案が成立す

る(平成３年法律第25号)。主な改正内容は以下のとおり

①卒業生に「準学士」の称号を与えることとした

②高等専門学校に、工業及び商船以外の分野の学科も設置できるこ

ととした

③修業年限を１年以上とする専攻科を新たに設置することとした

平成15(2003)年７月 国立大学改革の一環として、国立高等専門学校を独立行政法人に移行

させることを内容とする独立行政法人国立高等専門学校機構法が成立

する(平成15年法律第113号)。
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